
17年国調 273,487 人

12年国調 274,777 人  

増減率 -0.5 ％

H21.3.31 265,518 人 第１次 面積 41.71 K㎡

H20.3.31 266,143 人 人口密度 6,557 人
増減率 -0.2 ％ 新産 ×

第２次 工特 ×

低開発 ×

決算額 構成比 経常一般財源等 構成比 産炭 ×

41,055,363 49.1 37,572,774 75.5 第３次 山振 ×

560,803 0.7 560,803 1.1 離島 ×     （千円）     （千円）

242,312 0.3 242,312 0.5 過疎 × 83,612,693 85,941,668

95,269 0.1 95,269 0.2 半島 × 83,396,299 85,459,456

33,933 0.0 33,933 0.1 首都 × 216,394 482,212
2,499,135 3.0 2,499,135 5.0 近畿 〇 153,307 438,770

- - - - 中部 × 63,087 43,442

- - - - 構成比 超過課税分 市町村圏 × 19,645 -1,007

465,159 0.6 465,159 0.9 91.5 特定農山村 × 34,606 53,878

- - - - 91.5 財政再建 × 300,637 80,530

654,729 0.8 654,729 1.3 45.3 指数表選定 〇 - -
7,670,409 9.2 7,061,158 14.2 0.9 財源超過 × 354,888 133,401

7,061,158 8.4 7,061,158 14.2 34.9

609,251 0.7 - - 1.7

53,277,112 63.7 49,185,272 98.9 7.9

51,505 0.1 51,505 0.1 41.1

1,739,966 2.1 - - 40.5

1,249,017 1.5 424,368 0.9 0.5

630,602 0.8 - - 4.5
12,931,803 15.5 - - - 

46,843 0.1 46,843 0.1 - 

4,801,896 5.7 - - - 

424,520 0.5 39,895 0.1 8.5 議員公務災害 × し尿処理 × 20.04.01

29,120 0.0 - - 8.5 非常勤公務災害 × ごみ処理 × 20.04.01

1,330,071 1.6 - - 0.0 退職手当 × 火葬場 〇

482,212 0.6 - - - 事務機共同 × 常備消防 × 20.04.01

1,073,626 1.3 7,896 0.0 8.5 税務事務 × 小学校 × 7.07.01

5,544,400 6.6 - - - 老人福祉 × 中学校 × 7.07.01
0 0.0 - - - 事務機共同 × 常備消防 × 7.07.01

2,037,700 2.4 - - - 伝染病 × その他 〇

83,612,693 100.0 49,755,779 100.0 100.0

32,539,380

39,617,910

42,429,757

決算額 構成比 充当一般財源等 （Ａ）の充当一般財源等 51,528,658

18,449,818 22.1 15,617,437 561,161 0.81

11,652,688 14.0 10,587,186 6,669,747 0.1

22,508,049 27.0 7,016,682 17,162,876 96.6

8,448,420 10.1 8,354,971 6,131,470 14.4

元利償還金 8,423,080 10.1 8,329,631 100,799 実質連結赤字比率（％） - 

一時借入金利子 25,340 0.0 25,340 123,796 公債費比率（％） - 

49,406,287 59.2 30,989,090 216,497 実質公債費比率（％） 6.8

9,147,695 11.0 7,632,609 8,575,017 将来負担比率（％） 82.6

380,596 0.5 366,709 2,363,543 財調 4,964,564

4,222,099 5.1 3,838,151 6,754,721 減債 - 

41,221 0.0 41,221 - 特定目的 5,459,861

12,747,731 15.3 11,652,891 8,354,971 77,658,609

100,182 0.1 - 592,781 38,290,091
410,026 0.5 30,000 - 物件等購入 6,677,624

- - - 57,607,379 保証・補償 - 

6,981,683 8.4 3,097,929 -760,903 その他 6,095,403

674,402 0.8 671,121 千円 -1,037,118 実質的なもの - 

普通建設事業費 6,981,683 8.4 3,097,929 46,301 62,208

　うち補助 2,510,184 3.0 34,522 98.3 ％ 88,487 - 

　うち単独 4,396,127 5.3 3,003,843 合  計 98.3 : 96.0

災害復旧事業費 - - - 

失業対策事業費 - - - 

83,396,299 100.0 57,607,379 千円

保険給付費 231

※端数処理の関係で合計が合わない場合があります

※実質公債費比率は、平成19年度決算より算定方法が変更されております。

98.6 : 94.6

98.6 : 96.0

80,443

- 

98.4 : 97.2

6,981,683

14,442,688

再差引収支

被保険者数（人）上水道

合計

下水道 5,862,803

病院

7,016,531

8,053,800

8,028,460

- 

10.1

民生費

土木費

- 

公債費

- 

（減税補てん債及び臨時
財政対策債除く）

25,340

30,353,680

7,101,794

366,709

58.6

0.0

0.1

19.4

37,945

- 

性  質  別  歳  出  の  状  況　　（単位 千円・％） 目  的  別  歳  出  の  状  況　　（単位　千円・％）

529,097 

人件費

構成比区　分 決算額(A)

歳 出 合 計

投資・出資金・貸付金
積立金

前年度繰上充用金

内
 
 
訳

経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 等 計

経　常　収　支　比　率

　うち人件費

投資的経費

　うち一部組合負担金

繰出金 10,060,382

- 
- 

- 

8,448,420

前年度繰上充用金

災害復旧費

- 

4,311,332

国民健康保険

その他

1,631,082

63,875

介護サービス 33,666

加入世帯数(世帯）

会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

事

業

実質収支

被保険
者一人
当り57,823,773

98.1 : 96.7

98.4 : 95.0
純固定資産税
　現年分：計

保険税（料）収入額

国庫支出金

2,539,930 現
年
：
計

徴
収
率
　
％

市町村民税
　現年分：計

100.0

諸支出金 708,370 0.8

5.8

15.5 労働費

消防費

教育費

13.7

農林水産業費

商工費

- 

13.5

15.5 衛生費

議会費

総務費 10.6

40.9

561,166 0.7

8,880,243

34,128,516

財政力指数 

- 健
全
化
判

断
比
率

公債費負担比率（％）

97.9

0.1

7.4

6,724,293

708,370

0.81

- 

584,887

558,881

1,534,903

803,014

- 

- 

439,321

658,062

79,174,061

38,571,747
6,685,733

- 

105,993

0.2 62,825

実質収支比率（％）

経常一般財源等比率（％）

9,615,927 11.5

10,191,073

6,9600.4

153,707

366,234

2,517,897

積立金

繰上償還金

7,713,917 9.2

2,522,733

12.2

3.0 203,946

0.1

特別職等

単年度収支

八尾市
1-6 地方交付税種地

実質収支

大阪府

- 

3,339

3,262

39,379,906

42,352,850

8,178

9,090

14.7

- 

49,324,671

4,929,958

83.1

職員数（人）

基準財政需要額

標準財政規模

一人当たり平均給料
(報酬)月額(百円)

適用開始年月日

4,247,720

229

一人当たり平均
給料月額(百円)

- 

(A)のうち普通建設事業費

7,000

平成20年度（単位千円） 平成19年度（単位千円）

教育長

議会副議長

1

1

- 

- 副市区町村長 2

- 

- 

1,617

一部事務組合加入の状況

臨時職員

区　分

32,329,853

529,097

- 

　うち技能労務員

市区町村長

1,272一般職員

積立金取崩し額

教育公務員

消防職員

- 

給料月額（百円）

実質単年度収支

- 

529,097
一
般
職
員
等

合　計
-

48,822

37,554,423

3,234,179

16,889,267

351,509

14,330,394

18,594,536

収入済額

39,120

市町村たばこ税

76,57879,036

64.8

　　市町村民税
　　　個人均等割

678,454

産 業 構 造

区分 １７年国調

1,181

1.0 0.9

37.9

１２年国調 指定団体等
の指定状況

区　分

市町村類型

27 2124

団体名都道府県名

歳出総額
収
 
支
 
状
 
況

歳入総額

529,097

歳入歳出差引
翌年度に繰越すべき財源　

分担金・負担金

使用料

手数料
国庫支出金

繰越金

諸収入

物件費

維持補修費

内
訳

公債費

（義務的経費計）

歳 入 合 計

補助費等

都道府県支出金

財産収入

区　分

　うち減税補てん債

　うち臨時財政対策債

寄附金

繰入金

  うち職員給

扶助費

区　分

地方税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

自動車取得税交付金

地方債

地方特例交付金
地方交付税

軽油引取税交付金

国有提供交付金（特別区財調交付金）

　普通交付税

　特別交付税

交通安全対策特別交付金

平成２０年度

決 算 状 況
1,203

（一般財源計）

人　口

住民基本
台帳人口

（単位　千円・％）

32.1

　　　所得割

　　　法人均等割

　　　法人税割

　　　入湯税

　　　事業所税

固定資産税

　うち純固定資産税

15,283,349

経常収支比率経常経費充当一般財源等

　　　都市計画税

旧法による税

- 

29.5

法定外目的税
　　　水利地益税等

- 

41,055,363合　計
- 

16,611,200

法定目的税

軽自動車税

- 

- 

3,500,940

鉱産税

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 
1,845,498

529,097

- 

- 

- 

- 

- 

37,554,423

225,122

   市  町  村  税  の  状  況

区　分

    （単位　千円・％）

積
立
金

現
在
高

地方債現在高

うち政府資金
債

務

負

担

行

為

額

（

支

出

予

定

額
）

収益事業収入

土地開発基金現在高

- 

83,396,299

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

102.3 ％

89

82

歳　出　合　計

- 

歳　入　一　般　財　源　等

50,901,874

                        歳  入  の  状  況

3,019,309

0.7

普通税

　法定普通税

59.4

18,351

3,482,589

特別土地保有税 - 

法定外普通税

3,500,940

目的税

7,238

6,500
6,100

区　分

基準財政収入額

標準税収入額等

1

30議会議員

議会議長

1

定　数

-
3,364

404,150

787,810

-
5,439,680

3,962

3,242

102

243

平成１９年度

特例市

平成２０年度

746,970


